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PART2 成長戦略　　社長メッセージ

　一方、為替市場で円安が急激に進んだことは想定外で
した。輸入部品の調達価格や、店舗の新築・改装に用い
る資材価格の上昇は、当社グループの業績にさまざまな
影響を及ぼしつつあります。
　日本における現在のEV普及率は、欧米や中国に比べ
て低く、大きな成長余地があると考えています。そのため
には、EVが環境にやさしいだけでなく、高い安全性や利
便性・静寂性などを持つことを広く訴求する必要があり
ます。当社グループでは、EVが有する“価格以上の価値”
を訴求できるよう、営業提案力のさらなる底上げを図って
いきます。また、並行して個人リースやレンタカーなどの
モビリティ事業をさらに強化し、新しいクルマの買い方の
提案で、為替変動に左右されにくい収益構造を確立して
いきます。
　近年はさまざまな国籍の企業が日本のEV市場に参入
するケースが相次いでいます。当社グループの商圏であ
る東京エリアでも、競争が激化していることは確かです。
一方で、他社の参入によって市場はより活性化し、EVへ
の注目度は今後ますます高まるはずです。その結果、お
客さまにとってEVが有力な選択肢になっていくため、当
社グループにとっては大きなチャンスになると捉えていま
す。私たちには、EVのパイオニアとして14年間培ってきた
豊富な販売・整備ノウハウの蓄積があります。この蓄積を
土台にして、商品そのものの魅力や利便性、運転時のワ
クワク感、ご購入後の安心感をしっかりと訴求し、他社と
の競争を有利に進めていきます。数年後には、お客さまが
クルマの購入にあたって「何を動力源にしているか」、つま
り「EVかどうか」ではなく、純粋に商品の魅力を評価して
選んでくださるようになると予測しています。

　中期経営計画の初年度にあたる2023年度は、お客さ
まのニーズに合わせた提案型営業に注力した結果、EV 
やe-POWER車などの電動車の販売と、サブスクリプショ
ン型のオリジナル個人リース「P.O.P」の販売が伸長しまし
た。整備事業においても、グループ会社である車検館の
成長が収益に貢献しました。2023年10月に実施した、連
結子会社の全株式譲渡による減収の影響はありました
が、結果として新車・中古車・整備・収入手数料など、すべ
ての事業で増収となりました。
　営業利益については、人的資本への積極投資や、物価
の高騰による営業費の増加がありましたが、新車販売台
数の増加と車種構成の改善による販売単価の向上、加え
て、保険や金融商品の収入手数料が大幅に増加するなど
して、過去最高となりました。前年に対して36.1％増の87
億900万円という数値は、中期経営計画の最終年度であ
る2026年度に設定していた営業利益目標を大きく上回る
水準です。このほか、経常利益と当期純利益※1について
も、過去最高を更新しました。

※1 親会社株主に帰属する当期純利益

　当社グループの事業は、お客さまと地域社会、サプライ
ヤーやパートナー企業、そして各事業会社の社員という、
多くのステークホルダーによって成り立っています。そし
て、そうしたステークホルダーから信頼いただくことが何
よりも大切であると、私は考えています。
　「あなたのお薦めは何？」――。仕事を進めていく過程
で、お客さまや関係者の方が当社グループの社員に対し、
こんな言葉を投げかけてくださるケースがあります。例え
ば、クルマ選びや部品交換のタイミング、無駄のない損害
保険商品の選定などのご提案を受け入れていただける
のは、その社員が普段からの発言や行動で、信頼を築い
てきたからこそでしょう。また、個々の商談やプロジェクト
のなかで、お客さまや関係者の方とWIN-WINの関係を
構築するためには、相手の意見を採り入れながら自身の
考えを打ち出していくバランス感覚がポイントになります。
これらは、会社組織における経営陣と社員の関係性にも
当てはまると思っています。現場からの要望・提案に耳を
傾けて施策に反映しつつ、信頼に値するビジョンや価値
観を社員に提示してきたからこそ、グループの舵取りを
任せてもらえているのだと自負しています。
　私はつねづね、社員との対話の場などで、「自分たち
の未来は自分たちで決める」と話しています。各々の事業
部門やチームのなかで、全員が自由に意見を出し合って、
進むべき道を定めていける企業集団を確立し、維持して
いきたいからです。自分なりの考えを持つ主体的な人財
が揃った会社であれば、事業環境が今後どのように変化
しても、必ず成長し続けられるという確信があります。物
事を自分たちで決められるという「自由」の根幹には、私
たちが培ってきたステークホルダーとの深いつながりや
信頼関係、そして企業理念にも記した、めざすべきモビリ
ティ社会への責任感があると考えています。

　中期経営計画を策定した2022年11月から現在までの
およそ2年間は、コロナ禍で停滞していた自動車業界の
サプライチェーンが順次回復し、当社事業にとって追い風
となりました。カーボンニュートラルの実現に向けた潮流
も広がっており、EV販売の拡大につながるなど、おおむ
ね中期経営計画策定時の想定シナリオどおりに推移して
います。

経営トップとして、
大切にしているポリシーや
経営哲学を教えてください

社員が自由に意見を出し合い、
進むべき道を自ら決める
組織であり続けたいと
考えています

Q

A

日産東京販売ホールディングス
を取り巻く事業環境に、
どう対処していきますか？

新しいクルマの買い方の
提案で、価格以上の価値を
訴求します

Q

A

2023年度の業績総括と、
その要因をお聞かせください

提案型営業に注力した
ベストプラクティス共有の
推進によって、すべての事業で
増収となりました

Q

A
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PART2 成長戦略　　社長メッセージ

　2年目に突入した中期経営計画は、「電動化リーダー」
「安全・運転支援技術」「モビリティ事業」という3つの重点
成長戦略を軸に、さまざまな施策を展開しています。
　「電動化リーダー」では、EV販売のパイオニアとして蓄
積してきた商品プロモーションと整備のノウハウ、および
教育体制の強みを最大限に活かして、EVの普及による
カーボンニュートラルへの貢献をめざします。2023年度
の電動車販売比率は、目標にしていた90％を超え、
91.5％に上ります。このうちEVの販売台数は、前年比
40.8％増の3,742台となりました。中期経営計画最終年
度の2026年度には、EVの年間販売台数１万台を目標に
据えています。並行して、急速充電器をはじめとするインフ
ラの充実にも注力しており、2026年度までに全店のイン
フラ更新をめざします。
　「安全・運転支援技術」は、当社グループの店舗ネット
ワークを活かして、ゼロ・フェイタリティにつながる商品・

サービスを積極的に提案していく方針です。とくに力を入
れているのが、体感試乗です。中期経営計画の4カ年では、

「プロパイロット」に代表される日産の先進運転支援シス
テム搭載車種を中心に、1,400台の試乗車を店舗に配備
します。高速道路でのハンズオフドライブや、駐車の際に
障害物があったり歩行者が接近すると、危険を察知して
自動停止する機能は、実際に体感いただくことで、お客さ
まに納得いただけるはずです。
　「モビリティ事業」では、東京都で約40％のシェアを持
つ個人リースや、レンタカー事業の拡大などを通じて、収
益機会の拡大を図ります。さらに、当社が獲得してきた約
35万件の顧客基盤を活かした新規ビジネスの立ち上げ
も視野に入れ、事業規模の拡大につながるさまざまな可
能性を検討しています。
　この4年間に実行していく投資戦略については、グルー
プが展開する各事業の持続的な成長を目的として、過去
の実績を大幅に上回る水準で、積極的な投資を計画して
います。具体的には「既存ビジネスの強化」「人財・DXへ
の投資」「新規事業参入・資本/業務提携」の3領域で、総
額300億円以上の投資を実行します。2023年度には、全
投資計画の約半分に相当する150億円の投資を前倒しで
実行することを決定しました。現場業務を担う事業会社
の各部門とも密に連携して、計画遂行に向けた具体的な
道筋を定め、「店舗ネットワークの刷新・強化」や「IT・DX
投資による効率/生産性向上」など、中期経営計画期間中
に各領域で見込んでいる投資効果の実現をめざします。

　大変革期の真っ只中にいる自動車業界で、当社グルー
プが持続的な成長を果たしていくために、最も重要な経
営資源は人財です。グループ8社に共通する喫緊の課題
は、慢性的な人財不足です。新卒学生向けには、従来か
ら店舗見学会や大学・専門学校での出張授業への参加
など、当社事業への理解を深めてもらう機会を設けてき
ましたが、2023年度からはリファラル採用制度（従業員採
用紹介制度）とアルムナイ採用制度※2を導入し、より多角
的な活動を展開しています。
　人的資本に関するもう一つの課題は、ダイバーシティ・
エクイティ＆インクルージョン（DE＆I）です。近年は女性社
員の採用・育成や、国籍を問わない人財採用を進めてき
ましたが、まだ不十分です。目の前の課題である人財不
足を補うためというよりも、当社グループが成長するため
により多様な視点・発想が不可欠であり、だからこそDE
＆Iが重要だという認識を持っています。女性の活躍推進
については、女性活躍推進法に基づく行動計画を掲げて
取り組んでいます。並行して、日産東京販売に在籍する89
名※3の外国籍社員を含む多様な人財が、それぞれの持
ち味を活かして活躍できる職場環境づくりと、勤務制度・
研修体系のバージョンアップに着手しています。
　私は普段から社員に対して、「一人ひとりが自主的・自
発的に考えて、新しいことにチャレンジしてほしい」と繰り
返し語っています。そして、「考え方」のベクトルを合わせ
るため、その土台となる「企業理念」と「大切にする価値
観」を、2022年に刷新しました。2023年度には企業理念
ワークショップを実施するなど、全社員への浸透に努め
ています。こうした取り組みによって、各社員が自己の考
えを行動に移すスピードが上がり、結果としてグループの
成長が加速していくような組織風土を醸成していきます。
※2 当社グループを退職した方を再雇用する採用制度

※3 2024年8月時点

　2020年4月に、新型コロナウイルス感染拡大による緊
急事態宣言が発出された際にも、大部分の物流インフラ
は停滞しませんでした。一般の人 も々、食料品の買い物な
ど、普段の生活に変わらずクルマを利用されていました。
私はこれらの事実を間近で見ながら、人の暮らしや産業
になくてはならない移動手段を支えている私たちも、エッ
センシャルワーカーなのだと再認識しました。人の移動と
商品の物流を支えるモビリティは、今後も必要とされ続け
るでしょう。人の営みがある限り、なくなることはありませ
ん。そして同時に、「Beyond Mobility」、すなわち単なる
移動手段にとどまらない新たな価値を生む可能性を秘
めています。モビリティ市場は非常に多くのチャンスに満
ちあふれていると、私は一貫して信じ続けています。日産
自動車が2024年3月に提供を開始した、EVを“移動可能
な蓄電池”として活用したエネルギーマネジメントサービ
スなどは、その典型的な例です。
　当社が経営資源を成長戦略に集中するために、東京
証券取引所のスタンダード市場に移行して、約1年が経過
しました。すでに発表しているとおり、収益性が高まったこ
とで、2023年度の1株当たりの年間配当額を前年実績よ
り9円増配し、24円としています。株主・投資家の皆さまか
らの信頼を維持していくためにも、サステナブルな事業
成長を業績として積み上げ、株主還元などに反映させて
いくことを、これからも強く意識していきます。
　コロナ禍の3年間で、次の時代を見据えて販売会社3
社の統合などを行い、経営資源の最適配分に努めてきた
ことが、2023年度以降の業績に反映されつつあります。
100年に一度ともいわれる大変革期の過程においては、
逆風が吹くこともあるでしょう。そんな局面の時こそ真価
を発揮できるよう、変化をいち早く捉え、先手先手で有効
な策を打ち出していきます。

中期経営計画で掲げる
重点戦略の進捗と、今後の
見通しはいかがでしょうか

3つの重点成長戦略の着実な
遂行と積極的な投資で、
持続的な成長をめざします

Q

A

人的資本の充実に関する
考え方をお聞かせください

中長期的・持続的な
成長のために、やるべきことは
何でしょうか

企業理念を全社員に
浸透させることで、
自主的・自発的な企業風土の
確立をめざします

モビリティの変化を
いち早く捉え、新たな価値を
提供していきます

Q Q

A
A
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PART2 成長戦略

価値創造プロセス	

モビリティの進化を加速させ、
新しい時代を切りひらく

笑顔あふれる未来のために、
わたしたちは走り続ける

当社グループは、企業理念を共通の指針として事業活動を推進しています。大変革期におけるモビリティの	
変化をいち早く捉え成長を加速させるとともに、持続可能な社会の実現に貢献していきます。

外部
環境

クルマとの
かかわり方

の変化

社会の
デジタル化

の加速

国内の
中長期的な
人口減少

 企業理念 

インプット ビジネスモデル 中期経営計画
CASE※の潮流を捉え事業成長へ

持続的成長に向けた
重要課題 （マテリアリティ）

アウトカム
（社会への提供価値）

財務資本
●	� ROE 13.8%
●	� 自己資本比率 61.0%

製造資本
●	� 新車店舗 105店舗
 （ルノー車を販売する 
	 4店舗を含む）
●	� 中古車店舗 18店舗

人的資本
●	� 従業員数 2,377名

知的資本
●	� 日産EV認定 

整備士数 約700名

社会関係資本
●	� 災害連携協定締結数 

13自治体、9警察署

自然資本
●	� 新車販売（乗用車） 

における電動車 
販売比率 91.5%

●	� EV販売によるCO2排出 
削減量（累計） 
 2.72万トン

（注）�製 造 資 本 および 社 会 関 係 資 本は
2024年10月1日、その他は2024年3
月末時点

レンタカー・
カーシェア

中古車販売・
リース

オプション
部品・

自動車保険

新車販売・
リース

事業活動
地域に

根差した店舗
ネットワーク

EV販売の
パイオニア

顧客基盤
35万件の

ストックビジネス

アフターサービス

売上高
1,550億円

社会全体の
CO₂排出量削減

配当性向
30%以上

働きやすい
職場環境

営業利益
65億円

交通事故の
低減

ROE
7.0%

社会貢献活動の
さらなる推進

営業利益率
4.2%

（注）各数値は2026年度目標

※�自動車の新たな潮流であるConnected（つながるクルマ）、Autonomous（自動運転）、Shared & Service（シェアリング/サービス）、Electric（電動化）の4つのトレンドを
表した造語

経済価値

社会価値

気候変動への
対応

安心・安全な
社会の実現

人権の尊重と
人的資本の充実

地域社会への
貢献

経営資本強化/事業成長のための再投資

バックキャスト

モビリティ
事業

安全・運転
支援技術

電動化
リーダー

カーボン
ニュートラル
への潮流の

加速
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PART2 成長戦略

 サステナビリティ基本方針に基づく4つのマテリアリティ

 マテリアリティ特定・KPI策定プロセス

持続的成長に向けた重要課題（マテリアリティ）

マテリアリティ

気候変動への対応
安心・安全な
社会の実現

人権の尊重と
人的資本の充実

地域社会への貢献

事
業
・
財
務
へ
の
影
響

リ
ス
ク

⚫再生可能エネルギー導入
によるコスト増

⚫ガソリン車の需要減に	
よる収益悪化

⚫安全装備などの充実にと
もなう車両の高額化によ
る需要減

⚫国内の人口減少にともな
う、採用における競争力
低下、採用数の減少

⚫会社への帰属意識低下
による若年層の定着率	
低下

⚫地域貢献が不十分と評価
されることによる企 業	
ブランドの毀損

機
会

⚫収益性の高いEVの販売
構成比増

⚫電動車に対する需要の	
高まり

⚫再生可能エネルギーの	
活用拡大による脱炭素化

⚫収益性の高い安全・運転
支援技術搭載車の売上
構成比増

⚫保険の付帯率・単価の	
上昇

⚫災害時の避難施設として
の店舗活用

⚫社員のスキルアップ に	
よる収益貢献

⚫ワークライフバランスを
尊重した働きやすい職場
の実現による、社員の士
気・ロイヤリティの向上

⚫ブランド価値の向上に	
よる収益貢献、従業員の
モチベーション向上、優
れた人財の確保

取
り
組
み
方
針

⚫試乗車の増強、e-シェア
モビ（カーシェアリング）
の拡大、販売ツールのDX
推 進 など に 取り組 み 、	
電動車の普及を加速

⚫EV認定整備士の育成、	
技術習得などにより、EV
の整備力を維持・向上

⚫本 社 お よ び 店 舗 で の	
事業活動における再生可
能エネルギー電力導入比
率を引き上げ

⚫太陽光発電とEVのリユー
スバッテリーを活用した
蓄電システムの導入店舗
を増設

⚫個 人リース（ P. O . P ）を	
中心としたサブスクリプ
ション型商品の販売強化、
リアル とバーチャル を	
組み合わせた試乗機会
の提供により、安全・運転
支援技術搭載車の普及
を加速

⚫特 定 整 備 制 度 の 認 証	
取得に向けた整備機器
導 入 や 整 備 士 の 技 術	
修得の推進により、安全・
運転支援技術に対する	
整備力を維持・向上

⚫大 規 模 災 害 時 の 帰 宅	
困 難 者 へ の 一 時 滞 在	
施 設として店 舗 ショー
ルームを開放

⚫当社の理念、価値観に
マッチする多様な人財を
確保(新卒・中途、国籍・
性別問わず）

⚫社員紹介制度、退職者	
再雇用制度などにより、
中途採用を強化

⚫お互いを尊重し安心して
働き続けられる風 土 の	
醸成

⚫研修制度の充実により、
社員の学ぶ機会を拡大

⚫若年層（1～5年次）意識
調査の実施と人事アドバ
イザーの個別対応（訪問・
ヒアリング ）を通じて、	
マネジメント力を向上

⚫仕事と家庭の両立支援な
ど、職場環境や各種制度
を整備

⚫自治体や警察署との災害
連携協定締結を推進

⚫子ども食堂への水や食料
の寄付、職場体験や視察
の受け入れ、バリアフリー
な店舗づくりなどを推進

⚫社会貢献推進プロジェク
トによる地域貢献活動の
実施

マテリアリティのリスク・機会と取り組み方針

　当社グループは、モビリティとその関連商品・サービス
の提供を通してお客さまに快適な暮らしをお届けすると
同時に、地域・社会への積極的な貢献によって地域・社会
の皆さまとともに繁栄することをめざしています。
　その実現にあたってはサステナビリティの視点が不可
欠であり、近年は当社グループが担うべき社会的責任も
より大きくなってきています。また、サステナビリティに関す
る取り組みは、リスクの減少のみならず収益機会にもつな
がり、企業価値の向上に資するものだと捉えています。

　こうした考えのもと、当社グループは2021年12月に「サ
ステナビリティ基本方針」を策定しました。
　サステナビリティに関する取り組みにあたっては、当社
グループの事業特性や事業環境などを踏まえ、「気候変
動への対応」「安心・安全な社会の実現」「人権の尊重と人
的資本の充実」「地域社会への貢献」の４つのマテリアリ
ティを特定し、それぞれ右表のような取り組みを進めてい
ます。

環境・社会・経済に
影響を与える
自社課題を抽出

SDGsの17のゴールに紐付けられた169のターゲットから、
プロジェクトチームにて抽出した自社のサステナビリティ 
基本方針に合致する10の社会課題を「マテリアリティマト
リックス」上にプロットして、課題の網羅性を確認し、位置付け
を明確化。

経営層の議論を経て
マテリアリティを特定

抽出した社会課題を経営層で議論し、ステークホルダーに
とっての重要性と自社にとっての重要性のいずれも極めて
高い課題を重要課題（マテリアリティ）として特定。

取り組み方針
およびKPIの設定

特定した各マテリアリティに対する自社の取り組み方針を 
設定。また今後、関係する事業会社・部門と連携のうえでKPI
を設定。

サステナビリティ基本方針
当社グループは、モビリティおよび関連の商品・サービスの提供を通してお客さまに快適な暮らしをお届けし、また地域・社会への
積極的な貢献により、地域・社会の皆さまと共に繁栄することをめざします。
また、法令と社会のルールを順守し、公平・公正で高い透明性を持った効率的な事業活動のもと、お客さま、株主、取引先、従業員、
地域社会などすべてのステークホルダーを尊重しながら、社会の一員として、持続可能な社会の発展をめざします。

STEP

01

STEP

02

STEP

03
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PART2

EV車およびEV周辺商品の普及による
カーボンニュートラル社会実現への貢献

現有ノウハウ（個人リース）を活かした買い方提
案や現有アセット（店舗ネットワークや試乗車）
を活かしたモビリティ事業

リアルとデジタルを融合し、ブランド体験を促進 
する仕組みの創出や店舗・ネットワークづくり

働き方改革・生産性向上に向けた、業務・運営 
体制改善やDX

販売ノウハウを活かし、お客さまの「いつかは」を「今」に変える

　中期経営計画の初年度である2023年度は、３つの重点施策「電動化リーダー」「安全・運転支援技術」「モビリティ事業」を
着実に推進し、営業利益をはじめ複数の定量指標を達成しました。２年度目以降も、投資戦略の遂行を加速しながら効果の
早期実現をめざすとともに、各重点施策に取り組んでいきます。

現場での取り組み

　2023年度に私が担当した新車販売はほとんどが電動車で、なかで
もEVは全体の４割ほどを占めています。「いつかはEVに乗ろう」と考
えていらっしゃるお客さまが多いのですが、私自身の実体験を活かし
てカーライフを提案するなど、お客さまの「いつかは」を「今」に変える
工夫をしています。EVを購入されたお客さまは、新車１カ月点検の際
にその力強い走りや静かさ、先進性を体感された感想を笑顔で話し
てくださいます。お客さまの喜ぶ顔を見るため、これからもEVをご案
内していきたいと思います。

中期経営計画の進捗（2023年4月〜2027年3月）

●	電動車販売比率の向上
●	 充電ネットワーク・設置事業
●	 EV整備体制の強化

定量指標

初年度で営業利益は目標達成

2022年度実績 2023年度実績 2024年度業績予想※1 2026年度目標

売上高 1,376億円 1,489億円 1,500億円 1,550億円

営業利益 63億円 87億円 75億円 65億円

配当性向 30.5% 21.7% 35.4% 30%以上

ROE 6.8% 13.8% 7.0%

営業利益率 4.6% 5.8% 5.0% 4.2%

電動化比率 92.3% 91.5% 90%以上

CO2排出削減量 0.5万トン 0.6万トン 1.6万トン

中期経営計画の戦略

市場環境と取り組むべき課題 重点施策

02 
安全・運転支援技術
P27

01 
電動化リーダー
P26

03 
モビリティ事業
P28

　カーボンニュートラル社会の実現に向けて、脱炭素に
向けた社会的要請はますます高まっています。自動車業
界においては「クルマの電動化」が解決手段の一つであ
り、EVを含めた電動車の販売比率は中長期的に拡大し
続けると予測されています。
　このような市場環境のなか、当社はEV販売のパイオニ
アとして蓄積してきたノウハウや、充実した電動車のライ
ンナップを強みに、2026年度までにEV販売台数10,000
台/年、電動車の販売比率90％以上、CO₂排出削減量1.6
万トンをめざしています。同時に、店舗での再生可能エネ
ルギー活用も推進していきます。

　2023年度は、当社の強みである販売ノウハウと充実
した電動車のラインナップをベースとした提案活動のほ
か、電動車の力強い走りを多くのお客さまに体感いただ
くための試乗車を増加するなど機会を増やしてきました。
また、地域の防災イベントなどに積極的に参加し、EVの
災害時における有用性を紹介しました。その結果、当社
のEV販売台数は、3,700台を超え、対前年40.8%増と伸
長しました。乗用車におけるEV販売比率も、全国平均の
2.1%に対して日産東京販売は17.8%と、大幅に上回りま
した。また、EVを含む電動車の販売比率も91.5%と高い
水準を維持しています。

戦略概要 2023年度の振り返り

01 電動化リーダー
重点施策

気候変動
への対応

安心・安全な
社会の実現

地域社会
への貢献

日産東京販売 杉並店 次長
カーライフアドバイザー

金谷 直子

カーボンニュートラルの
潮流加速

お客さまのクルマとの
かかわり方の変化

お客さまの
購買プロセスの変容

中期的に
見込まれる人口減

主な取り組み

※1 2024年度業績予想は2024年8月9日時点です。

関連する
マテリアリティ

成長戦略
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PART2 成長戦略　　中期経営計画の進捗

最先端の知識・技術を身に付け、
お客さまの安心・安全なカーライフに貢献する

　クルマの安全装備は日々進化し、整備士にはつねに知識や技術の
更新が求められます。習得すべき内容は多岐にわたるため、最先端
スキルを維持することは大変ですが、eラーニングの受講やHITEQマ
スター※3の試験を毎年クリアすることで知識を更新し続けています。
新しい装備に対応する経験を積むことで若手への指導に活かしたり、
お客さまへの説明をブラッシュアップできるようになりました。
　整備士にはモビリティ社会を支える重要な役割があります。引き続
き腕を磨き続けることで、安心・安全な暮らしができる社会の実現に
貢献したいと考えています。

●	整備体制の強化
●	普及促進のための商品説明

　個人リース「P.O.P」はリピート率が高いため、お客さまとの絆を深
めるうえでは最適な商品です。また、継続してご購入いただけるので、
自ずと新車販売台数が増えていきます。さらに、その利便性の高さから

「P.O.P」でクルマを購入されたお客さまから新たなお客さまをご紹介
いただくことも多くなっています。
　私は整備部門の出身で、希望して現職に就きましたが、「お客さま
の安全と利便性を守る」という意味では、カーライフアドバイザーも変
わりません。より多くの方に個人リース「P.O.P」をご利用いただくため
に、お客さまのニーズに合わせて提案していきます。

●	 個人リースの拡販
●	 レンタカー事業の拡大

　日々の生活を支えるモビリティにおいて、重要な要素
の一つは高い安全性です。そのニーズに応えるため、ク
ルマの運転支援技術は進化し続けています。
　当社は「プロパイロット」に代表される先進の運転支
援技術を搭載したクルマを販売し、普及させるとともに、
それらを支える整備事業も、最新の整備機器の導入や
整備士の技術習得・更新など万全の体制を構築していま
す。また、交通安全・防災への取り組みなども実施し、安
心・安全な暮らしができる社会をめざしています。

　代表的な運転支援技術の「プロパイロット」は、日産の
主要車種※2ラインナップの97％に標準装備、またはオプ
ション設定されています。これらの先進運転支援技術は、
お客さまに実際に体感していただくことで、その機能に
対する理解が深まります。そこで、2023年度は試乗車を
増強し、体感する機会を拡大しました。さらに、クルマの
電子化の加速に合わせて「車載式故障診断装置」の全
店配備など、最新の整備機器の導入を進めました。
※2　EV３車種およびe-POWER車５車種

戦略概要
　近年の自動車市場において、個人リース市場は“所有
から利用へ”の志向変化などにより毎年二桁の成長を続
け、直近の５年間では2.2倍（2018年：30.8万台、2023
年：67.1万台）と伸長するなど、今後も市場の拡大が予想
されています。
　当社は1997年から個人リース「P.O.P」を販売してきま
した。そうしたノウハウを強みに個人リースの販売シェア
を伸ばすことで、ストックビジネスの基盤を強化し、安定
収益の拡大をめざします。

　2023年度は、社員間でのベストプラクティス（好事例）
の共有が加速し、大幅な新規の販売拡大につながりまし
た。その結果、当社の新車個人リース販売は前年比
170%となる5,200台を超えたほか、新車個人リースの保
有台数も1.3万台を超え、順調に増加しています。また、新
車個人リース販売のノウハウを活かし、よりお求めやす
い価格で購入できる中古車の個人リース販売に着手し
ました。

戦略概要

03 モビリティ事業
重点施策

02 安全・運転支援技術
重点施策

気候変動
への対応

安心・安全な
社会の実現

地域社会
への貢献

安心・安全な
社会の実現

地域社会
への貢献

※3　HITEQマスター：新技術や新機構を含め、車両全般の整備において、つねに高い技術力を維持する者が得られる資格（3年ごとに更新）

日産東京販売 田無西原店 課長
カーライフアドバイザー

小池 一幸
日産東京販売 新車のひろば目黒店 課長補佐
テクニカルスタッフ

末松 拓也

現場での取り組み お客さまの安全と利便性を高める「P.O.P」を積極的に提案する現場での取り組み

主な取り組み 主な取り組み

2023年度の振り返り2023年度の振り返り

関連する
マテリアリティ

関連する
マテリアリティ
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PART2 成長戦略

ネットワーク刷新に投資し、
主力事業を強化
当社グループは、中期経営計画期間中に過
去の実績を大幅に上回る投資を計画してい
ます。なかでも当社の強みである「店舗ネッ
トワーク」に対しては“エリア最適化”の観点
から積極的に投資を加速しています。

発電した電力の
一部を蓄電

屋上太陽光パネル

試乗車など店舗配備のEV

エネルギー
マネジメント
システム

使用済みのEVバッテリーを
活用した蓄電池

発電した
電力を
日中利用

夜間や
災害時
利用

災害時の
電力供給源
として地域の
安心・安全に貢献

災害時利用

災害時利用

災害時利用

店舗 地域

日中、電力を発電

PICK UP

快適な空間をつくり、お客さまの利便性を向上

　日産の最新技術を気軽に体感・ご理解いただくために、清潔で
明るい店内空間や待ち時間を快適にお過ごしいただけるカスタ
マーラウンジ、さらに商談に集中できる半個室など、お客さまが来店
しやすく、快適に過ごせる空間にリニューアルしています。また、今
後は自動車の電動化がよりいっそう進むことを想定し、24時間利用
できる急速充電器の最新機器への更新をはじめ、電動車特有の整
備機器の拡充なども推進しています。これらハード面の充実に加え、
お客さま対応などのソフト面も強化していきます。

POINT 01

働く環境を改善し、社員のモチベーションを向上

　お客さまだけでなく、社員の働きやすさにも考慮してリニュー
アルしています。例えば、バックヤードには、社員専用のリフレッ
シュルームを設置するとともに、店舗ごとに使い勝手や動線を
考慮したバックオフィスのレイアウトなど、業務の効率化にも配
慮しています。また、サービス工場には空調設備の導入を進め
るとともに、整備機器についても自動化を推進し、ヒューマンエ
ラーを防止して円滑な業務遂行につなげるなど、社員の負担を
軽減するための環境づくりにも注力しています。

POINT 02

エネルギーマネジメントシステムを導入し、
カーボンニュートラルや地域の安心・安全に貢献

　リニューアルする店舗には、エネルギーマネジメントシ
ステムを積極的に導入していきます。太陽光パネルを設
置して発電した電力を日中に利用、また使用済みのEV
バッテリーを活用した蓄電池を導入し夜間の電力を補う
など、再生可能エネルギーを有効に活用します。とくに 

使用済みのEVバッテリーを蓄電池として活用できるの
は、14年にわたってEVを販売してきた日産だからこその
取り組みです。なお、この蓄電池は万一災害が発生した
際には地域の方々の電力供給源としても使用可能です。

POINT 04

店舗の統合によって経営資源を集中し、運営を最適化

　日産東京販売は、2021年7月に3つのグループ販売会社を統合して
以降、地域に根差した魅力ある店舗づくりのために、エリア内で商圏
が重なっている近接店舗を統合し、大規模来店型の店舗の新設や大
幅リニューアルなどに取り組んできました。こうした施策は、人財の最
適配置に寄与するほか、店舗運営の効率化にも有効です。2023年度
までに新設およびリニューアルオープンした店舗は17店舗にのぼり、
2024年度は4月にオープンした東伏見店をはじめ、4店舗を予定して
います。

POINT 03  

C店

A店

B店
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PART2

財務・資本戦略

資本効率の向上を強く意識しながら

事業投資による効果を早期に獲得し、

定量・定性目標の達成をめざします

MESSAGE

Takeshi Ishida石田 壮

執行役員
財務部長、関係会社管理部長
兼　経営企画部 担当部長

　2023年度は、半導体不足などサプライチェーンの混乱
によって生じていた車両供給不足が徐々に解消に向か
い、EV 3車種の販売台数が前年比40.8％増となるなど、
e-POWER車を含む電動車を中心に新車販売が伸長しま
した。さらに、個人リースなどの付加価値販売を推進した
ことによって、顧客単価も向上しました。これらの結果、売
上高は連結子会社1社の売却による減収影響をカバーし
て、対前年度比8.2％増の約1,490億円となりました。営業
利益については同36.1％増の約87億円、経常利益が同
37.3％増の約84億円、そして連結子会社の売却益を含む
親会社株主に帰属する当期純利益は、同125.0％増の約
73億円となり、いずれも過去最高益となりました。

　2024年度の当社グループは、半導体などの需給改善
を背景に、EV「アリア」の受注を2024年3月に再開したこ
とや、e-POWER車を含む電動車を中心とした新車販売
を軸にして、前年度並みの売上高を確保する見込みです。
また、持続的成長のために最も重要な経営資源である人
的資本の充実に向けた投資を積極化します。加えて、店
舗ネットワークへの投資を継続的に行い、お客さまの利
便性と、社員にとっての働きやすさを両立できる環境をつ
くっていきます。一方で、国際的な原材料価格のさらなる
上昇や、円安による海外からの輸入コストの増加が、
2024年度も引き続き想定されます。そのため、これらのコ
スト増を織り込みながら、投資計画を策定していきます。

　中期経営計画の4カ年は、「既存ビジネスの強化」「人
財・DXへの投資」「新規事業参入・資本/業務提携」の3領
域を軸に、計300億円以上の投資を実行します。これらの
投資による効果をできるだけ早期に実現するために、中
期経営計画初年度の2023年度には、総額の半分に相当
する150億円の投資の実行を決定しています。2024年度
も、100億円の投資配分を決定し、実行に移していきます。
　「既存ビジネスの強化」については、店舗ネットワーク
を刷新するための投資を前倒しで進めています。建設・
設備関連業界の人財不足を踏まえると、投資の決定から
完成までは相応の期間を要し、しかも今後は資材・人件
費のさらなる高騰が予想されるため、最優先で着手する
という判断を下しました。エリア最適化の観点から、老朽
化が顕著な店舗や近接店舗・小規模店舗の改装・統合・
新築移転を進めながら、お客さま満足度と社員満足度の
両立につながる設備更新と店舗環境の整備を行います。
なお、新店舗にはエネルギーマネジメントシステムを導

入し、GHG（温室効果ガス）の排出抑制はもちろん、災害
時などでの電力供給源として地域の安心・安全に貢献し
ていきます。
　「人財・DXへの投資」では、人的資本の充実に向けて、
教育研修体系のバージョンアップや採用増のための投
資を拡大しており、グループ内で多様な人財の活躍を促
しています。また、セキュアな環境で人事システムの利用
範囲を拡大していけるデータ基盤や、社内書類を電子化
してWeb上で共有するシステムの整備など、IT投資によ
る業務効率/生産性向上策を着々と進めています。今後
はお客さまの多様な購買行動に対応するためのDX投資
についても詳細な計画を固め、実行に移していきます。
　「新規事業参入・資本/業務提携」の領域では、現状の
経営リソースのよりいっそうの有効活用を図るとともに、
事業環境の変化に対応してシナジーが期待できる新た
なモビリティ関連事業・EV周辺事業などへの投資によっ
て、さらなる事業規模の拡大をめざしています。

2023年度の業績総括と2024年度の見通し

新車販売や付加価値販売が伸長し、過去最高益を達成

投資戦略の進捗と今後の方針

既存ビジネス、人財、新規事業の3領域へ、150億円の投資を実行

売上高 営業利益/営業利益率

0

8
10

6

2017 20172018 20182019 20192020 20202021 20212022 2022

4

0

60
80
100

40
20 2

0

1,600

1,200

400

800

（年度） （年度）

46

3.0

47

3.0

43

2.8

44

3.2

63

4.6

2.4

2023

87

5.8

■■営業利益 ● 営業利益率
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2024

1,500
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34

既存ビジネスの強化
持続的成長へ積極投資

⚫ネットワーク刷新
⚫環境対応投資
⚫事業ポートフォリオ再構成

250 億円〜

人財・DXへの投資
変革への推進力強化

⚫効率/生産性向上のIT投資
⚫ビジネス展開の多角化
⚫ベストプラクティス強化

20 億円〜

新規事業参入・資本/業務提携
“強み”を軸足に事業領域を拡大

⚫�モビリティ関連、EV周辺事業など 
への投資による規模拡大 30 億円〜

投資配分のイメージ

2023年度

2024年度

投資を決定

150 億円

100 億円

　過去5年間の財務状況を振り返りますと、新型コロナ
ウイルスの感染拡大による負の影響こそあったものの、
安定した収益を背景に財務基盤は盤石なものになり、
ネットキャッシュも着実に積み上がりました。

　今後は資本効率の向上を意識した経営を行っていく
必要があります。当社では、資本効率を評価する指標とし
てROEを重視しています。中期経営計画1年目にあたる
2023年度のROEは、過去最高益の達成などによって、前

資本効率と企業価値向上への方針

負債も活用しながら、資産効率を念頭に置いた投資を実行

成長戦略
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PART2 成長戦略　　財務・資本戦略
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年度の6.8％から13.8％へと大幅に伸長しました。そして
今後についても、資産効率を念頭に置いた投資を実行し
ていくとともに、負債も柔軟に活用することで資本効率
を高め、株主価値の向上に努めていきます。前述のとお
り、2023～2024年度の2年間で計250億円程度の投資
をすでに決定しているわけですが、その原資の一部とし
て、負債の活用を検討し、資本コストを引き下げて投資
回収のハードルを低く設定することで、新たな投資原資
を早期に生み出せると考えています。
　当社の株価は、中期経営計画に掲げた3つの重点成
長戦略と成長投資の遂行、IR活動の積極的な展開、およ
び株主還元の強化に努めた結果、2023年度の1年間で
1.7倍強と大きく上昇しました。その結果、PBRも着実に
向上しています。2024年度以降も、中期経営計画の各戦
略・施策を推進し、着実に実績を積み上げることで、成長
への期待を醸成していきます。加えて財務・資本戦略の
観点からは、流動資産の回転率向上、固定資産の圧縮・

入れ替えなどによる新陳代謝を図ります。これらの取り
組みによって、株主・投資家の皆さまの期待に沿えるリ
ターンを、安定的に創出していきます。
　なお株主還元については、安定配当を基本としたうえ
で、中期経営計画においても配当性向30%以上を維持
するとともに、業績に応じた還元を実施していく方針で
す。安定かつ機動的な株主還元に加えて、「既存ビジネス
の強化」「人財・DXへの投資」「新規事業参入・資本/業
務提携」の3領域への積極的な投資を継続することで持
続的な成長を実現し、株主価値をよりいっそう高めてい
きます。
　以上のような財務・資本戦略と投資方針によって、中
期経営計画4カ年での定量・定性目標を達成していきま
す。今後も、資本効率の向上と事業投資への取り組みを
わかりやすくお伝えし、株式市場と地域社会、そしてお客
さまからの高い評価を獲得していく考えです。引き続きご
支援を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

0303
経営資源

人的資本の充実

	 Focus：社員座談会　
	 企業理念と大切にする価値観を胸に

地球環境保全の取り組み

技術力の強化

地域社会との関係の強化
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